
 貸  借  対  照  表 

2020年 3月 31日現在

科          目 金        額 科          目

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

円 円

992,776,946 1,379,719,415

225,878,342 121,929,672

283,626,451 287,236,720

331,776,434 702,457,977

13,525,686 574,380

89,382,714 94,554,355

13,375,138 171,000,000

14,599,490 1,966,311

21,641,197

△ 1,028,506

985,189,791 540,371,840

239,496,567 534,510,270

28,171,286 861,570

3,898,703 5,000,000

53,553,419

6,676,054 負      債      合      計 1,920,091,255

145,867,505 純　資　産　 の 　部

0 純　資　産　 の 　部

1,329,600

0 57,875,482

107,168,935 100,000,000

10,024,735   300,000,000

97,144,200 △ 342,124,518

638,524,289   4,800,000

100,000 △ 346,924,518

1,079,000

18,182,566   

587,667,169 純  資  産      合      計 57,875,482

31,495,554

資      産      合      計 1,977,966,737 負債および純資産合計 1,977,966,737

金        額

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

CMS 預 け 金 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

商 品 ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 短 期

貯 蔵 品 預 り 金

前 払 費 用 賞 与 引 当 金

未 収 消 費 税 等 未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 - 短 期

工 具 ・ 器 具 備 品

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

建 物 ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 長 期

構 築 物 預 り 保 証 金

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定 株 主 資 本

無 形 固 定 資 産 資 本 金

電 話 加 入 権 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 準 備 金

そ の 他 の 投 資 等

投 資 有 価 証 券 繰 越 利 益 剰 余 金

出 資 金

差 入 敷 金 ･ 保 証 金

長 期 繰 延 税 金 資 産



個　別　注　記　表

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 　その他有価証券（市場価格のないもの）の評価は、総平均法による原価法によっ

ております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 　棚卸資産の評価は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）によっております。

（３）固定資産の減価償却の方法

① 　有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。

② 　無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

(所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産)

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準

①   貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込み額に基づき計上しております。

③ 　賞与引当金は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（５）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２.当期純損益

当期純利益 △５７８，１２８，１７１円


